
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 5年度  事 業 報 告 書

令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人日本著作権登録申請普及協会

1 事業の成果
当団体の指導を受けた方から、著作権を登録すれば著作物に記載されている事柄の内容の権利が取れると
勘違いしている方が多く、つまり著作権という権利を特許と勘違いしている方がほとんどでした。
それで、今期の集まりは著作権と特許の考え方の相違というか勘違いを正すものが多くなってしまいま
た。その結果、著作権は登録しなくても自動に権利が付与されるものという事を分かっていただきま
た。
2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千円)

R5/5/7 当法人事務所

リモー ト

1人 都の一般市民
5人

2.5

R5/7/22 当法人事務所

リモー ト

1人都の一般市民
3人

1.5

R5/9/15 当法 人 事 務
所リモー ト

1人都の一般市民
7人

3.5

R5/10/11 当法 人 事 務
所リモー ト

1人都の一般市民
4人

2.0

R6′/1/15 当法 人 事 務
所リモー ト

1人都の一般市民
5人

員
υ

つ
“

R6/2/13 当法 人 事務
所リモー ト

1人都の一般市民
4人

2.0

‐申請に

る指導

事業

(1) 著作権が及ぼす権利や世界
の各国の著作権に対する違
いなどに関して特許はアイ
デア、著作権は表現方法と
いうことで啓発を行い、一

般市民の方々へ著作権 と特
許の違いと著作権は世界中
に効果が派生する事を懇談
しました。

R6/3/6 当法 人 事 務
所リモー ト

1人都の一般市民
3人

1.5

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

事業費の
金額
(千円)

該当なし



(3) 理事会および総会に関する事項

理事会

総 会
実施 日時 実施場所 出席者数 議決事項

理事会 令和 5年 4月 2日
14時～15時

リモー トで行う。

当法人事務所 5人

(監事含む)

平成 4年度

事業報告・決算報告。

令和 5年度

事業計画・予算の件。

その他総会に付議すべき事項。

総会 令和 5年 4月 2日
15時 30分～ 16時
30分

リモー トで行う。

当法人事務所 10人 平成4年度

事業報告・決算報告承認の件。

令和 5年度

事業計画 0予算承認の件。
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1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

3 受取助成金等
受取補助金

4 事業収益
著作権登録申請に関する指導普及事業
伝統文化保護の為の著作権登録支援事業

5 その他収益
受取利息

経常収益計
Ⅱ 経常費用

1 事業費
(1)人件費

給料手当
退職給付費用
福利厚生費
アルバィ ト
人件費計

(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

令和5年度 活動計算書

令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人日本著作権登録申請普及協会

雑費
その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

科 目 金 額
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税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 5年度 貸借対照表

令和 6年年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 日本著作権登録申請普及協会

(単位 :円 )

科 日
【 金 額

1 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計
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1

令和 5年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人日本著作権登録申請普及協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正PO法人会計基準協議会)

によつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受け入れは、活動計算書に計上していません。

ンティアによる役務の提供
ンティアによる役務の提供の受け入れは、活動計算書に計上していません。

(6)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況
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著作権登録申請
に関する指導普
及事業

伝統文化保護の

為の著作権登録
支援事業 事業 事 業

事業部門計 管理部門 合計科 目
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I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4,事業収益
5,その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
退職給付費用
福利厚生費
アルバイ ト費用
人件費計

(2)その他経費
会議費
旅費交通費
消耗品費
通信運搬費
印刷製本費
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内 容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

5000



4 使途等が制約 された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の按分方法

７

・

内容 期首残高 当期増加額 期末残高 備 考

合計

科 目 期首取得価額 取得 減 少 減価償却累計額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合 計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 日

計算書類に

計上 された
奉箱

内役員及び
近親者との

取 弓|

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和5年度 財産目録

令和 6年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 日本著作権登録申請普及協会

(単位 :円 )

科 口
Ｈ 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

事務用品購入代

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計
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書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 5年度 年間役員名簿

令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 日本著作権登録申請普及協会

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 大島 まなみ

  

令和5年年4月 1日

～令和6年3月 31日
征

理事 尾形 正直
令和5年年4月 1日

～令和6年3月 31日
征

理事 大友 慶孝
令和5年年4月 1日

～令和6年3月 31日
鉦

理事 奥野 瑛治郎
令和5年年4月 1日

～令和6年3月 31日
征

監事 田底 和彦
令和5年年4月 1日

～令和6年3月 31日
征



書式第 19号 (法第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
令和 6年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人日本著作権登録申請普及協会

氏   名

1 大 島 まなみ

2 尾 形 正 直

3 大 友 慶 孝

4 奥 野 瑛治郎

5 橋 本 敏 明

6 田 底 和 彦

7 尾 形 秀 彦

8 大 島 なぎさ

9 大 島 せつ子

10
上 田 茂 雄

11

12




